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（ ）

県内どこでも 研修会場提供・施設開放

（ ）

（ ）

学校教育のみ可 学校教育以外も可（放課後子ども教室や公民館活動等の地域における教育活動）

○

　　会社よりの
　　コメント

弊社では、近い将来、南海トラフ巨大地震の発生が予想されている中、地域の皆様に防災について考
え･備えていただくことを目的として、オフィスビル(松山市美沢1-9-1)１階ホールに防災学習施設
「ゆめ･みらい 住まいの創造かん ぼうさい耐震ひろば」を設け、一般に開放しています。館内には、
「南海トラフ」を立体的に確認していただける３Ｄ図や、地震に強い家と弱い家の違いが分かる「動
く耐震模型」など防災・耐震に関する情報を展示し、自由にご覧いただけるコーナーを常設していま
す。防災学習の場として、ぜひご利用ください。

取組３ 資料提供

取組４ その他

防災＆耐震学習施設「ゆめ･みらい住まいの創造かん ぼうさい耐震ひろば」を開放。
・館内の教材を自由に使い、防災に関する学校教育活動の場としてご利用いただけます。
・ご要望に応じて、防災研修プラン作成を承ります。
（小・中・高校対象、教員の方が引率してください）

取組１ 出前授業　等

取組２ 会社見学　等

その他 １カ月前までにご相談ください。日程により、対応できない場合があります。

可能な教育支援内容
具体的な支援内容（対象、時期）

取組種別 　↓可能な取組に○印を

材料費 必要なし 実費 その他

支援対象

可能地域 当社所在地の市町内 当社所在地の管内（東中南予）

交通費 必要なし 実費 その他

企業
業種区分

   ←該当するＡ～Pまでをご記入ください。
　 A 農業,林業,漁業　B 鉱業　C 建設業　D 製造業　E 電気,ガス,熱供給,水道業　F 情報通信業
    G 運輸業,郵便業　H 卸売業,小売業　I 金融業,保険業　J 医療,福祉　K 教育,学習支援業
    L 不動産業,物品賃貸業　M 宿泊業,飲食店　N サービス業　O 公務   P その他の産業

教育支援の条件等 （○で囲み、その他には具体的にご記入ください)

可能日 いつでも 具体的条件 要相談

担当者
職・氏名

広報・CSR室　西日本担当　浅井　長幸
連絡先
e-mail

asai_nagayuki@dcm-hldgs.co.jp

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
ＵＲＬ

https://www.dcm-hc.co.jp/

電　話
（連絡先）

089-925-1274 ＦＡＸ 089－926－0111

代表者
職・氏名

代表取締役社長　石黒　靖規
主な

業務内容
ホームセンター事業

企業名 DCM株式会社

郵便番号 791-8517 住　所 松山市美沢1-9-1

オンラインでの教育支援 対応可 対応不可

mailto:asai_nagayuki@dcm-hldgs.co.jp

